
総　論
アフリカは、豊富な資源と増大する人口を

背景に高い経済成長を遂げ、輸入先、市場及
び製造拠点として高い潜在性を有することか
ら、国際社会の注目を集め、経済面における
重要性を増している。また、サブサハラ・ア
フリカ49か国との友好関係は、国際場裏に
おける日本への支持獲得という政治的側面か
らも重要である。

一方で、同地域は、政治的混乱、テロと
いった安全保障上の脅威、貧困や感染症と
いった開発課題を抱える。これら不安定要因
の克服に貢献することは、アフリカの安定の
みならず国際社会全体の安定の観点からも重
要であり、さらに、国際社会の信頼を獲得す
ることにもつながる。

こうした対アフリカ外交の重要性を踏まえ、
2014年1月、安倍総理大臣はアフリカ（コー
トジボワール、モザンビーク、エチオピア）
を訪問し、エチオピアにて実施したアフリカ
政策スピーチにおいて、女性・若者などの人
材育成を中心とする日本の支援や日本との経
済関係強化の魅力を訴えたほか、各国でトッ
プセールスを推進した。また、「積極的平和
主義」の一環として、アフリカの紛争・災害
への対応のため、約3.2億米ドルの支援の用
意があることを表明した。5月には岸田外務
大臣が共同議長を務め、第1回TICADⅤ（第

5回アフリカ開発会議）閣僚会合を、34人の
閣僚級代表の出席を得て、ヤウンデ（カメ
ルーン）で開催し、TICADⅤで表明した支
援策の着実な進展を報告した。

国内においては、安倍総理大臣のアフリカ
訪問を受け「アフリカ経済戦略会議」を加藤
官房副長官の下に設置し、アフリカの経済成
長を日本の経済成長に取り込むべく政府全体
での体制を構築した。また、「『日本再興戦略』
改訂2014」には、アフリカの広域市場創設に
つながる地域経済共同体（RECs）の取組を
促すことが明記された。

さらに、官民一体となった取組を進める観
点から、8月に「アフリカ貿易・投資促進官
民合同ミッション」をエチオピア、ルワン
ダ、タンザニアに派遣した。また、12月に
はTICAD官民円卓会議第 2 回会合を開催し、
日本政府の対アフリカ支援やビジネス促進に
向けた施策に関する情報共有と意見交換を日
本の経済界と行った。

平和と安定の分野では、アフリカに所在する
PKO訓練センターへの支援を通じた能力強化、
南スーダン及びソマリア沖・アデン湾への自衛
隊派遣などの取組を継続している。2014年に
西アフリカで流行が拡大したエボラ出血熱に対
しては、人間の安全保障の観点から、国際社
会と連携して切れ目ない支援を実施している。

第７節

サブサハラ・アフリカ
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各　論

	 1	 アフリカ開発会議（TICAD）プロセスを通じた日・アフリカ関係の強化

（1）対アフリカ外交の柱としてのTICADプロセス

日本の対アフリカ外交の重要な柱は、20
年 以 上 継 続 し て い る ア フ リ カ 開 発 会 議

（TICAD）プロセスである。1993年以降、5
年に1度の日本での首脳会合に加え、閣僚級
のフォローアップ会合などを開催し、アフリ
カ開発に関する幅広い議論を行ってきた。

TICADは、日本が主導し、国連、国連開
発計画（UNDP）、世界銀行（WB）及びア

フリカ連合委員会（AUC）と共同で開催し
ている。アフリカの「オーナーシップ（自助
努力）」と日本を含む国際社会との「パート
ナーシップ」という日本の対アフリカ外交の
基本理念を実践するものである。

2013年6月に横浜で開催された第5回アフ
リカ開発会議（TICADⅤ）は、日本主催と
して最大規模の国際会議となった。日本は、

TICADの歩み

万
人
が
成
長
の
恩
恵
を

受
け
る
社
会
の
構
築

民間セクター主導の
成長促進

インフラ整備
の促進

農業従事者を
成長の主人公に

持続可能かつ
強靱な成長

平和と安定
グッドガバナンス

TICAD（アフリカ開発会議）TICAD（アフリカ開発会議）

【基本原則】
オーナーシップ（自助努力）とパートナーシップ
【テーマ】
国際社会の支援の結集とパートナーシップの拡大を通じたアフリカ支援

～TICADプロセスの歩み～

【アプローチ】
南南協力、人間の安全保障、アフリカの多様性の尊重

1993年　第1回アフリカ開発会議（TICADⅠ、東京）
1998年　第2回アフリカ開発会議（TICADⅡ、東京）
2001年　TICAD閣僚レベル会合（東京）
2003年　第3回アフリカ開発会議（TICADⅢ、東京）
2004年　TICADアジア・アフリカ貿易投資会議（東京）
2006年　TICAD平和の定着会議（エチオピア）
2007年　TICAD「持続可能な開発のための環境とエネルギー」閣僚会議（ケニア）
2008年　第4回アフリカ開発会議（TICADⅣ、横浜）
2009年～2012年　TICAD閣僚級フォローアップ会合を毎年開催（ボツワナ、タンザニア、セネガル、モロッコ）
2013年　TICADⅤ閣僚級準備会合（エチオピア）
2013年　第5回アフリカ開発会議（TICADⅤ、横浜）
2014年　第1回TICADⅤ閣僚会合（カメルーン）

TICADⅤの3つの柱と6つの重点分野TICADⅤの3つの柱と6つの重点分野

6つの重点分野

 

 

3つの柱

平和と安定

包摂的で強靭な社会

強固で持続可能な経済
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アフリカの「質の高い成長」を実現すべく、
TICADⅤで表明した「強固で持続可能な経
済」、「包摂的で強靱な社会」、「平和と安定」
を柱とする支援を着実に実施している。

これまでTICAD首脳会合は日本で開催さ
れてきた。しかし、近年、アフリカの人口増
加・経済成長などを背景としてアフリカの

「オーナーシップ」が高まるにつれ、アフリ
カ側から、TICAD首脳会合を3年毎にアフ
リカと日本で相互に開催することとし、次回
TICADをアフリカで開催したいとの意向が

表明されるようになった。安倍総理大臣は、
アフリカの「オーナーシップ」を重視し、次
回TICAD首脳会合をアフリカで開催すると
ともに、日本とアフリカとの交互開催を実施
していきたいと、2014年9月、第2回日・ア
フリカ地域経済共同体（RECs）議長国首脳
会合の場で発表した。初のTICADアフリカ
開催がTICADプロセスの更なる深化を導く
とともに、日・アフリカ関係を新たな段階へ
と発展させることが期待される。

（2）第1回TICADⅤ閣僚会合の開催

2014年5月に、岸田外務大臣とムココ＝ム
ボンジョ・カメルーン外相を共同議長とし
て、日本からは江藤農林水産副大臣の出席も
得て、第1回TICADⅤ閣僚会合がカメルー
ンの首都ヤウンデで開催された。「農業」、

「女性と若者」、「ポスト2015年開発アジェン
ダ」というアフリカ及び国際社会にとって重

要な課題について、議論を行った。また、岸
田外務大臣から、TICADⅤで約束した支援
を想定を上回るスピードで実施している状況

（2013年の1年間で、5年間でのODA支援の
約25％に相当するODA総額35.1億米ドル、
その他の取組20.8億米ドル）を報告し、アフ
リカ各国から高く評価された。

（3）官民連携による日・アフリカ間の貿易・投資促進

2014年8月、日・アフリカ間の貿易・投資
を促進すべく、TICADⅣ以降8回目となる

「アフリカ貿易・投資促進官民合同ミッショ
ン」をエチオピア、ルワンダ、タンザニアに

派遣した。石原外務大臣政務官が団長を務め、
日本企業17社、独立行政法人、関係省庁な
どが参加し、各訪問国で、貿易・投資にかか
るセミナーや首脳・閣僚との会談等を行った。

第1回TICADⅤ閣僚会合でスピーチを行う岸田外務大臣（5月4日、カ
メルーン・ヤウンデ）

カメルーンの熱帯雨林地帯陸稲振興プロジェクト（JICA実施）の視察
を行う江藤農林水産副大臣（5月3日、カメルーン・ヤウンデ）
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また、「TICAD官民円卓会議」を通じた、
アフリカ・ビジネスに関する官民の情報共有
や意見交換、対外発信なども実施している。
2013年12月の第1回会合に続き、2014年は、3
回の実務レベル会合に加え、12月に民間企業
47社の関係者の出席を得てTICAD官民円卓
会議第2回会合を開催した。TICADⅤ支援策
や対アフリカ・ビジネスに関する取組の実施
状況の共有、次回TICAD首脳会議に向けた
官民一体での協力の継続の確認などを行った。

官民合同ミッションとカガメ・ルワンダ大統領との会談（8月28日、ル
ワンダ・キガリ）

貿易・投資促進官民合同ミッションの実績

東部アフリカ・ミッション（2011年）
・訪問国：ケニア、スーダン、南スーダン
・参加者数：49人、参加企業数：14社

東部アフリカ・ミッション
（2014年）
・訪問国：エチオピア、ルワンダ、
　タンザニア
・参加者：69人、参加企業：17社

南部アフリカ・ミッション（2008年）
・訪問国：ボツワナ、モザンビーク、
　マダガスカル、南アフリカ
・参加者数：69人、参加企業数：21社

中南部アフリカ・ミッション（2012年）
・訪問国：コンゴ民主共和国、ジンバブエ
・参加者数：32人、参加企業数：9社

中・西部アフリカ・ミッション（2008年）
・訪問国：ナイジェリア、ガーナ、セネガル、カメルーン
・参加者数：51人、参加企業数：18社

中・西部アフリカ・ミッション（2013年）
・訪問国：コンゴ共和国、ガボン、コートジボワール
・参加者数：56人、参加企業数：18社

南部アフリカ・ミッション（2010年）
・訪問国：南アフリカ、アンゴラ、ナミビア
・参加者数：62人、参加企業数：12社

セーシェル

マラウイ

東部アフリカ・ミッション（2008年）
・訪問国：ケニア、ウガンダ、エチオピア、タンザニア
・参加者数：59人、参加企業数：23社
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（4）アフリカ地域経済共同体（RECs）との関係強化

一国の経済規模が小さい国が多いアフリカ
が更なる経済成長を遂げるには、国単位を超
えた地域的協力が必要である。日本は、「『日
本再興戦略』改訂2014」の中で、アフリカ
の広域市場創設につながる施策として、アフ
リカ地域経済共同体（RECs）の取組促進を
掲げている。その実践として、安倍総理大臣
は、2014年9月、ニューヨークにて、前年に
続き第2回日・RECs議長国首脳会合を開催
し、マハマ・ガーナ大統領、ハイレマリア
ム・エチオピア首相などの出席を得て、アフ
リカが重視するインフラ開発に関し議論を

アフリカ地域経済共同体（RECs）

アフリカでは、地域統合に向けた動きが進んでおり、現在、アフリカ連合（AU）が承認するものとしては8つの地域経済共同体が存在する。

CEN-SAD
（サヘル・サハラ諸国国家共同体）

28か国加盟

（中部アフリカ諸国経済共同体）
10か国加盟

ECCAS

（西アフリカ諸国経済共同体）
15か国加盟

ECOWAS

（東アフリカ共同体）
5か国加盟

EAC

COMESA
（東南部アフリカ市場共同体）

19か国加盟

（政府間開発機構）
8か国加盟

IGADAMU
（アラブ・マグレブ連合）

5か国加盟

SADC
（南部アフリカ開発共同体）

15か国加盟

第2回日・RECs議長国首脳会合でスピーチを行
う安倍総理大臣（9月24日、米国・ニューヨー
ク　写真提供：内閣広報室）
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行った。日・アフリカ間で広域インフラ開発
の重要性に関する認識を共有するとともに、

RECsを通じたアフリカとの重層的な関係を
強化していくことを確認した。

	 2	 サブサハラ・アフリカ地域情勢

（1）東部アフリカ地域

ア	 南スーダン
南スーダンでは、与党スーダン人民解放運

動（SPLM）内の派閥抗争が激化し、2013年
12月15日、首都ジュバにおいて大統領警護
隊同士で衝突が発生した。政府側（キール大
統領派）と反政府勢力側（マシャール前副大
統領派）が対立する構造の下、衝突は地方へ
と拡散した。2014年1月、東アフリカの地域
経済共同体である政府間開発機構（IGAD）
は、南スーダン安定化に向けた調停協議の仲
介を開始した。以降、同調停協議において当
事者は敵対行為の停止や国家統一暫定政府の
設立に合意したが、未だ完全な履行には至っ
ていない。12月時点で、国内避難民・難民
数は約191万人に上る。

2014年5月、日本は、第1回TICAD V閣
僚会合の機会に、「南スーダン情勢に関する
関係国会合」を開催した。南スーダン及び周
辺4か国（エチオピア、ケニア、ウガンダ、
スーダン）の閣僚と共に、事態解決に向けた
連携を確認した。

イ	 ジブチ
ジブチは、ヨーロッパから地中海、スエズ

運河、紅海を経由し、インド洋、アジアを結
ぶ重要な海上交通路の要衝に位置している。
2014年5月には、アル・シャバーブによるテ
ロ事案がジブチ市内で発生したものの、ジブ

東部アフリカ地域

エチオピアエチオピア

ソマリアソマリア

ケニアケニア

タンザニアタンザニア

南スーダン南スーダン

ジブチジブチ
エリトリアエリトリア

南スーダン情勢に関する関係国会合に出席する岸田外務大臣（5月4日、
カメルーン・ヤウンデ）

エリトリアのアスマラで市内視察をする城内外務副大臣（9月16日、エ
リトリア・アスマラ）
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チ政府の迅速な対応もあり、同国は引き続き
安定した情勢を維持しており、ソマリア情勢
を始めとする不安定要素の多い「アフリカの
角」地域にあって、安全保障上の拠点として
重要である。

日本は、ソマリア沖・アデン湾に2009年か
ら海賊対処部隊を派遣し、同海域における海
賊等事案の発生件数の減少に大きく貢献して
いる。2013年の日・ジブチ両国首脳の相互往
来に続き、2014年も両国の要人往来が実現す
るなど、二国間関係の更なる深化が図られた。

ウ	 ケニア
ケニアでは、2013年に発足したケニヤッ

タ大統領とルト副大統領のジュビリー連合政
権による安定した政権運営が行われ、2010
年の新憲法の柱である地方分権化に向けた大
胆な改革も進められている。なお、12月に
は、国際刑事裁判所（ICC）において2007年
の総選挙後の暴動に関して行われていたケニ
ヤッタ大統領の訴追が取り下げられた。

ケニアは、日本にとってサブサハラ・アフ
リカ地域で最大のODAパートナーである。
東部アフリカ地域の政治的・経済的けん引役
であるケニアとの関係を様々な面で強化して
おり、日・ケニア投資協定の締結に向けた交
渉も継続中である。

エ	 ソマリア
ソマリアでは、内戦からの再建に向けた取

組が進められており、国際社会は、ニュー
ヨークやデンマークでの閣僚級会合を通じ、
2016年の総選挙に向けた政治プロセスや国
内の治安改善に向けた支援の実施を確認し
た。イスラム過激派組織のアル・シャバーブ
の活動は継続しており、その脅威はケニアを
含む周辺諸国に及んでいるものの、ソマリア
国軍とアフリカ連合ソマリア・ミッション

（AMISOM）により、安定化に向けた取組が
進んでいる。

日本は、3月にハッサン大統領を招へいし、
安倍総理大臣から、約4,000万米ドルの追加
支援パッケージ、二国間の草の根・人間の安
全保障無償資金協力の再開、人材育成支援の
強化を含め、ソマリア国民一人ひとりに裨

ひ

益
えき

する支援を着実に実施するというメッセージ
を伝達した。

オ	 エチオピア
エチオピアでは、2010年に開始した5か年

国家開発計画の下で経済構造改革と工業化が
順調に進展している。国連アフリカ経済委員
会報告書によると、2008年から2013年の5
年間でアフリカ54か国中第1位の実質経済成
長率を実現した。

日・エチオピア関係では、2014年1月の安
倍総理大臣のエチオピア訪問後、8月にアフ
リカ貿易・投資促進官民合同ミッションが同
国を訪問するなど、経済関係の深化に向けた
取組が進められた。また、10月には、アバ
デュラ人民代表議会議長一行や、1964年東
京オリンピック男子マラソン金メダリストの
故アベベ・ビキラ選手の家族が来日するな
ど、様々なレベルでの交流が行われた。

日・ソマリア首脳会談においてハッサン・ソマリア大統領と握手する安
倍総理大臣（3月13日、東京　写真提供：内閣広報室）
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カ	 タンザニア
タンザニアは2014年に連合共和国樹立50

周年を迎えた。同国は、安定した政治と経済
成長、東部アフリカの玄関口の1つとしての
地理的重要性などから、近年、有力な貿易・
投資先として日本を含む諸外国の注目を集め
ている。

日・タンザニア関係では、1月に三ツ矢外

務副大臣が訪問し、5月にビラール副大統領
が訪日され、7月に秋篠宮同妃両殿下が御訪
問になり、友好協力関係の一層の増進が図ら
れた。また、8月にはアフリカ貿易・投資促
進合同ミッションがタンザニアを訪問し、さ
らに12月に日・タンザニア投資協定交渉第1
回会合が開催されるなど、貿易・投資関係強
化に向けた取組も進展した。

（2）南部アフリカ地域

ア	 南アフリカ
南アフリカでは、2014年5月の総選挙で与

党アフリカ民族会議（ANC）が勝利し、第2
次ズマ政権が発足した。近年は経済成長が鈍
化傾向にあるものの、サブサハラ・アフリカ
における経済大国として、多くの外国企業か
ら、投資先として、またサブサハラ地域への
ビジネス展開の拠点として引き続き注目され
ている。

11月にオーストラリアで開催されたG20首
脳会合の機会に、安倍総理大臣とズマ大統領
が会談し、戦略的協力関係強化、国際場裏の
課題への協働を確認した。ズマ大統領からは、
インフラ、エネルギー分野への支援や日本企
業の参加に対する期待が表明された。

イ	 モザンビーク
モザンビークは、豊富な天然資源を背景

に、近年高い経済成長を遂げている。2014
年10月には総選挙が実施され、与党フレリ
モ党が勝利し、同党のニュシ候補が大統領に
当選した。

1月に安倍総理大臣が同国を訪問した際、
両国首脳による共同声明でハイレベル政策対
話及び官民合同対話の枠組の設置が表明され
た。これに基づき、7月に三ツ矢外務副大臣
が、首都マプトにおいて第1回目となる対話
を実施した。同対話を通じ、二国間関係を維
持・強化するとともに、日本からはモザン
ビークのビジネス環境整備や更なる投資促進
円滑化に向けた働きかけを行った。また、8

日・南アフリカ首脳会談におけるズマ南アフリカ大統領と安倍総理大臣
（11月14日、オーストラリア・ブリスベン　写真提供：内閣広報室）

南部アフリカ地域

南アフリカ共和国南アフリカ共和国

モザンビークモザンビーク

ザンビアザンビア

ナミビアナミビア マダガスカルマダガスカル
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月にはサブサハラ・アフリカ諸国との間で初
めてとなる日・モザンビーク投資協定が発効
した。

ウ	 ザンビア
ザンビアでは、主要輸出品である銅の価格

の回復により年 6 ％台の経済成長を維持し、
現在は産業構造の多角化及び外国投資の誘致
を最優先の経済政策として掲げている。内政
も独立以降概ね安定し、2014年に独立50周
年を迎えた。

ザンビアには6月に秋篠宮同妃両殿下が御
訪問になり、両国間の友好協力関係の増進が
図られた。また、10月には中根外務大臣政
務官が独立50周年式典出席のため訪問し、
貿易・投資の促進に向けた取組も行われた。
さらに、日本政府は、サタ大統領の逝去に伴
い2015年1月に実施された大統領補欠選挙に
対し、選挙支援のための緊急無償資金協力を
実施した（約64万米ドル）。

エ	 マダガスカル
マダガスカルでは、2009年に生じた政変

後、政情不安が続いていたが、2013年末に
民主的な大統領選挙が実施され、2014年1月
にラジャオナリマンピアニナ新大統領が選出
された。

日本は、同国の民主化を後押しするため、
大統領選挙実施のための資金支援や選挙監視
を実施した。また、2014年1月に実施された
大統領就任式に、石原宏高外務大臣政務官が
特派大使として出席し、新大統領との会談に
おいて、引き続き両国間の関係を強化して行
くことを確認した。その後、日本は、2009
年政変以降中断していた新規二国間経済協力
を4月に再開した。

オ	 ナミビア
ナミビアは、豊富な海洋・鉱物資源や南部

アフリカ地域の大西洋側の物流の玄関口とな
り得る地理的条件を有している。これを背景
に、特に資源開発やエネルギー分野での貿
易・投資の拡大が見込まれている。11月に
は総選挙が実施され、与党「南西アフリカ人
民機構」のガインゴブ首相が当選し、独立以
来の一党優位体制を一層強固にした。

7月に三ツ矢外務副大臣が訪問し、インフ
ラ整備や人材育成に対する協力などを通じ
て、ナミビアの発展を積極的に支援していく
ことを伝達した。

また、日本企業支援や邦人保護などの観点
から、2015年1月に在ナミビア日本国大使館
を開設した。

（3）中部アフリカ地域

ア	 中央アフリカ
中央アフリカでは、2013年に武力で政権

を奪取したジョトディア暫定大統領が2014
年1月に辞任し、首都バンギのサンバ・パン
ザ市長が暫定国民評議会にて後任に選任され
た。7月には、イスラム系武装勢力連合セレ
カとキリスト教自警団アンチ・バラカが停戦
合意し、9月からは、国連中央アフリカ多面

的統合安定化ミッション（MINUSCA）が展
開している。今後、2015年8月までに大統領
選挙などが実施される予定であるが、停戦違
反や各勢力の内部衝突が頻発するなど、情勢
は依然流動的であり、人道状況も改善してい
ない。

日本は、国連諸機関やアフリカ連合（AU）
などを通じ、同国の安定化や人道状況改善に
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向けた支援を行っている（2014年には約1,000
万米ドルの支援実施）。

イ	 サントメ・プリンシペ
サントメ・プリンシペでは、2014年10月

12日に国民議会選挙、地方議会選挙及びプ
リンシペ島自治州選挙が平和裏に実施され
た。

日本は、同選挙にあたり、民主主義の強化
に向けた協力の一環として、同国政府の要請
を受け、選挙監視要員（在ポルトガル大使館
書記官）を派遣した。

（4）西部アフリカ地域

ア	 サヘル地域
「サヘル」とはサハラ砂漠の南に位置する

広範囲な地域のことで、一般にセネガル、
モーリタニア、マリ、ニジェール、ブルキナ
ファソ、チャド、ナイジェリア、カメルーン
が位置する地域を指す。北アフリカとサブサ
ハラ・アフリカの結節点となっている同地域
では、干ばつなどの自然災害に加え、貧困な
どの不安定要素、テロや麻薬・武器などの違
法取引の脅威が深刻化している。

マリでは、2013年の新政権成立以降、
2014年も引き続き国際社会の支援を得なが

ら、テロとの闘いや国内における南北和平交
渉が進められている。また、ブルキナファソ
では、大統領の3選を可能にするための憲法
改正への動きに対する国民の反発が暴動に発
展し、11月に、27年続いたコンパオレ政権
が終

しゅう

焉
えん

を迎え、暫定政権成立の下、新たな民
主的な政権発足に向けたプロセスが進行中で
ある。ナイジェリアでは、同国北東部を中心
にイスラム過激派組織「ボコ・ハラム」によ

西部アフリカ地域

ナイジェリアナイジェリア

モーリタニアモーリタニア

セネガルセネガル

ブルキナファソブルキナファソ

カメルーンカメルーン

チャドチャド
ニジェールニジェール

マリマリ

中部アフリカ地域

中央アフリカ共和国中央アフリカ共和国

サントメ・
プリンシペ
サントメ・
プリンシペ

サヘル地域に関する日・アフリカ貿易・投資フォーラム（11月12日、
東京）
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るとみられるテロ行為が多発している。な
お、日本は、モーリタニアとの友好関係を重
視し、また、漁業分野を中心とする日本との
緊密な協力関係を踏まえ、2014年8月に実施
された大統領就任式に北村誠吾衆議院議員を
特派大使として派遣した。

日本は2013年のTICADⅤで打ち出したサ
ヘル地域の平和と安定、開発・人道支援など
を着実に実施している。2014年11月には同地
域を専門とする海外・国内のパネリストの参
加を得て、「サヘル地域に関する日・アフリカ
貿易・投資フォーラム」（於：東京）を開催し
た。同フォーラムには、日本企業関係者など

約130人が参加し、同地域の治安情勢や今後
のビジネス展開にかかる議論が交わされた。

イ	 その他
（1）ギニアビサウ

独立以来度重なる騒
そう

擾
じょう

を経験したギニアビ
サウでは、2012年、大統領選挙中に一部軍
人によって有力候補が拘束される事案が発生
した。その後、西アフリカ諸国経済共同体

（ECOWAS）などの仲介により暫定政権が成
立していたが、2014年4月から5月にかけて
大統領選挙が実施され、ヴァス大統領が選出
された。

西アフリカにおけるエボラ出血熱の流行

マリマリ

シエラレオネシエラレオネ
リベリアリベリア

セネガルセネガル

ギニアギニア ナイジェリアナイジェリア

感染者数 うち死亡者数

3か国合計
シエラレオネ
リベリア
ギニア

20,171
9,446
8,018
2,707

7,890
2,759
3,423
1,708

出典：2014年12月31日、WHO資料
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日本は、大統領選挙が有権者の過半数を大
きく上回る国民の参加の下で平和裏に行われ
たことを歓迎するとともに、8月、2012年の
事案を受けて中断していた同国に対する新規
の二国間経済協力の再開を決定した。

（2）エボラ出血熱の流行

西アフリカのギニアで2014年3月に感染が
確認されたエボラ出血熱は、5月にシエラレ
オネ、6月にリベリアに感染が拡大し、その
後7月にナイジェリア、8月にセネガル、9月
に米国、10月にはマリ及びスペイン、12月
には英国でも感染が確認された。同年12月
31日時点で、ギニア、リベリア、シエラレ
オネの3か国で感染者数は2万171人、死者

数は7,890人を数える。
8月8日には世界保健機関（WHO）が「国

際的に懸念される公衆の保健上の緊急事態」
を宣言し、9月18日には国連安全保障理事会
が更なる支援を提供するよう要請する決議第
2177号を全会一致で採択するなど、エボラ
出血熱の流行は国際社会の重要な関心事と
なった。

日本政府は、渡航者、在留邦人への情報提
供や注意喚起を行うとともに、流行国を中心
に、流行の拡大阻止や治療のみならず、予防
や保健システムの再構築といった視点から、
幅広い支援を切れ目なく実施している（詳細
については134ページの特集参照）。
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エボラ出血熱の流行
～国際社会の平和と繁栄への脅威に対する日本の対応～

特　集

〈エボラ出血熱の流行～国際社会の平和と繁栄に対する脅威～〉
2014年、エボラ出血熱はギニア、リベリア、シエラレオネの3か国を中心に多数の命を奪い、

そのかつてない規模の流行は、ナイジェリア、セネガル、マリといった周辺国への感染拡大や、
治療に当たっていた医療従事者への二次感染の発生（スペイン、英国、米国）といった問題を
引き起こし、国際社会における主要な人道的、経済的、政治的な課題となりました。

3か国での感染が急増する中、世界保健機関（WHO）は8月、「国際的に懸念される公衆衛生
上の緊急事態」を宣言しました。9月18日には、感染症に関するものとしては3例目となる国
連安保理決議（第2177号）が採択され、日本も共同提案国となりました。同決議では、「エボ
ラ出血熱の流行の影響は、国際の平和と安全に対する脅威を構成する」と記されています。さ
らに、 11月のAPECやG20といった各国首脳が集まる重要な機会においても、国際社会は流行
の終息に向けて行動する決意を繰り返し表明しました。

また、エボラ出血熱の流行によるアフリカへの深刻な経済的影響も懸念されました。IMFは
9月、流行国の主要産業である農業、サービス業、鉱業が打撃を受けているとして、経済成長
率の低下を予想しました。世界銀行が10月に発表した報告書では、封じ込めに失敗し流行が拡
大すれば、2015年末までに約326億米ドルの経済的損失が生じると推計されました。さらに、
いわゆる「風評被害」による人の往来や交易の縮小に加え、折からの原油価格の低下などもあ
いまって、21世紀に入ってから高い経済成長を遂げてきたアフリカは、経済面でも大きな試練
に直面しました。

〈日本の対応〉
このようなエボラ出血熱の流行に対し、日本は世界の平和と繁栄にこれまで以上に積極的に

貢献する「積極的平和主義」の立場から、流行に対応する国際社会の中で主要な役割を担って
きています。
（1）支援　～流行の終息から保健システムの再構築へ～

日本は、2014年4月にギニアに対していち早く緊急援助
を実施して以降、流行国や国際機関に対し、様々な支援を
切れ目なく実施しています。各国が支援を表明する中で、
日本が重視したのは、表明した支援を一刻も早く目に見え
る形で実施していくことでした。9月25日、安倍総理大臣
は、国連総会の場で、それまで行ってきた様々な支援に加
え4,000万米ドルの追加支援を発表しましたが、11月7日
までにその全ての使い道を決定し、全事業を実施中です

（2015年1月現在）。
また、流行を終息させるためには、エボラ出血熱の患者

に特化して集中的に治療する施設に様々な資源を投入する
ことだけでは十分とはいえません。一般の保健センターや
総合病院、あるいは地方など、エボラ出血熱に対する備え
が脆

ぜい

弱
じゃく

な場所に目を向けて、このような場所での感染を未
然に防ぐための対策を強化するなど、きめ細やかな対策で
感染の拡大を防ぐことが重要です。日本は、安倍総理大臣
が国連総会の場で表明した個人防護具（PPE）の供与を、
そのような場所での感染を予防するために実施しています。
また、緊急のニーズに応えて、PPE2万セットを自衛隊機

自衛隊機によって輸送された個人防護具の引渡し（12
月8日、ガーナ・アクラ　写真提供：防衛省）

国連エボラ出血熱流行対応ハイレベル会合で演説する
安倍総理大臣（9月25日、米国・ニューヨーク（代表
撮影））
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で国連エボラ緊急対応ミッション（UNMEER）の拠点であるガーナの首都アクラまで搬送しま
した。

人的貢献という視点からも、日本は、WHOを通じて専門家を派遣してきており、主に医療
現場における感染予防に貢献しています。さらに日本は、医師免許を有する外務省職員を
UNMEERに派遣しました。同職員はUNMEERにおいて、国連事務総長特別代表（SRSG）の
シニア・アドバイザーとして感染予防対策を担当しています（2015年1月現在）。

今回の流行発生の背景には、流行地域の不十分な保健システムがあると考えられます。11月
7日に発表した最大1億米ドルの追加支援は、感染の予防に加えて保健システムの再構築といっ
た分野にも役立てることとしています。日本はこれまでも保健分野における国際協力を重視し
ており、全ての人々が基礎的な保健医療を必要な時に負担可能な費用で受けられること、すな
わちユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の推進を掲げ、西アフリカの保健システムの
強化に継続的に取り組んできました。今後も、2013年の第5回アフリカ開発会議（TICADⅤ）
で表明したアフリカ地域の保健分野に対する5億米ドルの支援、12万人の人材育成支援を活用
して、中長期的な取組を進めていきます。

このほかにも、日本は、日本企業が開発した、感染後の治療に効果が見込めるとされる候補
薬品を一定の条件の下で提供する用意があることを表明し、同企業によるフランス国立保健医
学研究所（INSERM）、ギニア政府と国境なき医師団などとの臨床試験（2015年1月）を側面支
援しました。また、流行周辺国に対し供与した、人
体に触れずに体温測定を可能とする日本製の赤外線
サーモグラフィーカメラは、空港などでの安全な検
疫に寄与するとともに、エボラ出血熱の流行による
風評被害防止にも役立てられています。さらに、感
染者や感染の疑いのある患者を迅速かつ安全に治
療・隔離センターに搬送するために、日本の自治体
から無償で提供された救急車等の輸送を支援しまし
た。このように日本は、財政的支援にとどまらない
形で、民間セクターとも協力しながら、様々な支援
を実施してきています。
（2）風評被害対策　～流行国を孤立させないために～

エボラ出血熱の流行による国際社会への悪
影響は、感染の広がりが国際社会の課題とし
て認識されるにつれ、流行国、ひいては感染
者が出ていないアフリカ諸国への旅客数の減
少や、域外諸国企業によるアフリカへの投
資・ビジネスの縮小という形でも表れていま
す。流行国から地理的に離れている東部、南
部アフリカの諸国でさえ旅客数が減少し、
G20ブリスベン・サミットの場において、サ
ル・セネガル大統領から、アフリカ全体がエボラ出血熱流行の影響を受けているかの印象を与
える「不当な一般化」による経済への打撃について問題提起がありました。

流行国が孤立し、経済的な悪影響が生じてしまうことは避けるべきであり、今後もTICAD
の基本理念に基づいて、アフリカと手を携えてアフリカの開発を進めていくことが重要です。
このため、日本政府は、正確な情報を積極的に発信しつつ、客観的な事実に基づいて合理的に
行動することの必要性を呼びかけています。

日本は、国際社会の平和と繁栄に積極的に貢献する国家として、さらにはG8プロセス、
TICADプロセスなどを通じて国際保健分野の議論を主導してきた国家として、これからもエボ
ラ出血熱の流行終息、再発防止に向けた主要な役割を担っていきます。

平成26年度草の根・人間の安全保障無償資金協力を活用した対
リベリア、シエラレオネ両国向けエボラ出血熱対策支援出発式
典（10月28日、成田空港）

西アフリカにおけるエボラ出血熱の流行に対する日本の支援
（総額約1億5,500万米ドル）（2015年2月10日現在）

（1）緊急無償資金協力：約4,202万米ドル
（2）緊急援助物資供与：約92万米ドル
（3）国際機関への拠出金等：約215.7万米ドル
（4）専門家派遣：WHOを通じて延べ14人の日本人専門家を派遣。
（5）草の根・人間の安全保障無償資金協力：約80万米ドル
（6）個人防護具（PPE）の供与：約70万セット
（7）�保健システムの再構築などへの追加支援：最大1億米ドル
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